様式第１号

提出日　　令和　　年　　月　　日

（特別簡易型　総合評価方式）

総合評価技術資料
発注者　

益田市長　山　本　浩　章　様

住所　　〒

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　㊞

令和　　年　　月　　日付けで入札告示のありました下記工事について、次の書類を添えて提出いたします。

１　工 事 名　小俣賀地区ほ場整備工事

２　提出書類

（１）企業の評価　　　　　　　　　 　
①　工事成績





(様式第２号)

②　同種工事の施工実績




(様式第３号)

③　優良工事表彰




(様式第４号)

（２）技術者の評価

　①　同種工事の施工経験




(様式第５号)

　②　優良工事表彰




(様式第６号）
（３）地域貢献

①　災害復旧工事の受注実績



(様式第７号)

　　②　労働福祉関連の状況　　　　　　　　　　　　
ア　障がい者雇用実態



(様式第８号－１)
イ　育児・介護休業に関する制度

(様式第８号－２)
ウ　健康づくりへの取組がある場合

(様式第８号－３)

　　③　消防団協力事業所 




(様式第９号)

　　④　若手・中堅技術者の配置



(様式第１０号)

３　問い合わせ先

担 当 者

部　　署

電話番号

FAX番号

Ｅ－mail

※電子入札システムで提出される場合、押印は不要です。
様式第２号

評価項目（１）－①

企業の評価

会社名　　　　　　　　　　　　　　　

	企業の評価
	工事成績


対象：過去２年間（令和６年度及び令和７年度）に完成した益田市発注の公共工事で、工事種別が「土木一式工事」における工事成績評定点の平均点を評価する。

	工事種別
	令和６年度及び令和７年度の竣工工事

	土木一式工事
	

	工事実績の有無
	有　　・　　無

	令和６年度工事成績評定点

（　，で区切る）
	　　，　　，　　，　　，

　　，　　，　　，　　，

	令和７年度工事成績評定点

（　，で区切る）
	　　，　　，　　，　　，

　　，　　，　　，　　，


各工事成績評定書の写しを添付すること。

様式第３号
評価項目（１）－②

企業の評価

会社名　　　　　　　　　　　　　　　

	企業の評価
	同種工事の施工実績


対象：過去１０年間（平成２８年度から令和７年度まで）に完成した益田市、島根県又は中国四国農政局発注の公共工事において、元請又は共同企業体（経常ＪＶを除く。）の構成員（ただし出資比率２０％以上）として施工した、農業農村整備事業における区画整理工事（ほ場整備工事）の施工実績を評価する。

	工事名
	発注機関名
	契約金額
	評定点
	工　　　期

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日


（１）工事実績・評定点が確認できる資料を添付すること。

（２）工事成績評定点が６５点未満のものは、実績として認めない。

様式第４号

評価項目（１）－③

企業の評価

会社名　　　　　　　　　　　　　　　

	企業の評価
	優良工事表彰


対象：過去５年間（令和３年度から令和７年度まで）に益田市、島根県、中国地方整備局又は中国四国農政局発注の公共工事において、企業として受けた優良工事表彰を評価する。

	表　彰　年　月　日
	表　彰　内　容
	工　　事　　名

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（１）表彰状等の写しを添付すること。また、発注者から表彰実績に関する資料が提示された場合は、その写しの添付でもよい。表彰を受けたことがわかる資料を添付すること。

（２）特別ＪＶで施工した工事については、出資比率２０％以上の場合のみ施工実績と認める。
様式第５号

評価項目（２）－①

技術者の評価

会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（主任（監理）技術者）
配置予定技術者氏名　　　　　　　　　　　　

	技術者の評価
	同種工事の施工経験


対象：過去５年間（令和３年度から令和７年度まで）に完成した益田市、島根県又は中国四国農政局発注の公共工事において、主任（監理）技術者又は現場代理人として担当した、農業農村整備事業における区画整理工事（ほ場整備工事）の施工経験を評価する。

	工事名
	発注機関名
	契約金額
	評定点
	工　　　期

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日

	
	
	
	
	（着工）　　年　　月　　日
（竣工）　　年　　月　　日


（１）工事実績・評定点が確認できる資料を添付すること。

（２）主任（監理）技術者、現場代理人、又は担当技術者が確認できる各工事のＣＯＲＩＮＳの工事カルテを添付すること（ＣＯＲＩＮＳの登録がない場合、発注者の証明書も可とするが、担当技術者については上記同種工事の担当技術者としてＣＯＲＩＮＳ登録されているものに限り評価する。）。

（３）技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、複数の候補者を記入できる。その場合、審査については、各候補者のうち評定が最も低い者で評価する。

（４）施工時の所属会社は問わない。

（５）工事成績評定点が６５点未満のものは、経験として認めない。

様式第６号

評価項目（２）－②

技術者の評価

会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（主任（監理）技術者・現場代理人）
配置予定技術者氏名　　　　　　　　　　　　

	技術者の評価
	優良工事表彰


対象：過去５年間（令和３年度から令和７年度まで）に益田市、島根県、中国地方整備局又は中国四国農政局発注の公共工事において、主任（監理）技術者又は現場代理人として受けた優良工事表彰を評価する。

	表　彰　年　月　日
	表　彰　内　容
	工　　事　　名

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（１）表彰状等の写しを添付すること。なお、発注者から表彰実績に関する資料が提示された場合は、その写しの添付でもよい。表彰を受けたことがわかる資料を添付すること。また、表彰された優良工事の主任（監理）技術者または現場代理人を確認できる資料を添付すること。

（２）技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、複数の候補者を記入できる。その場合、審査については、各候補者のうち評定が最も低い者で評価する。

（３）表彰時点での所属会社は問わない（現在の所属会社以外のものも記載できる。）。
様式第７号
評価項目（３）－①
地域貢献
会社名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

	地域貢献
	災害復旧工事の受注実績


対象：過去５年間（令和３年度から令和７年度まで）に益田市が発注した災害復旧工事（林地崩壊防止工事を含む。）の実績を評価する。

	災害復旧工事の実績
	· 受注実績が３件以上ある

· 受注実績が２件ある

· 受注実績が１件ある

· 受注実績がない


契約書の写しを添付すること。

※該当するものに○をする。
様式第８号－１
評価項目(３)－②
地域貢献
会社名  　　　　　　　    
	地域貢献
	労働福祉関連の状況


ア 障がい者雇用実態
	 ○
	障がい者雇用の有無
	有　・　無

	（a）
	常用雇用労働者数（短時間労働者数を除く）
※障害者雇用状況報告書⑩(ｲ)の数
	           人

	（b）
	短時間労働者数（週20時間以上30時間未満）
※障害者雇用状況報告書⑩(ﾛ)の数
	           人

	（c）
	法定雇用義務数の算出の基礎となる常用雇用労働者数
（下線部分は小数点以下切捨て）
（a）＋（b）×0.5－{（a）＋（b）×0.5 }×（d）／100　＝（c）
※障害者雇用状況報告書⑩(ﾆ)の数
	

	（d）
	除外率
	（建設業の場合１０％）

	（e）
	常用雇用労働者のうち障がい者数（小数点以下第１位まで）
※障害者雇用状況報告書⑫の数又は雇用義務のない者については実雇用人数
	           人

	(ｆ)
	法定雇用義務数（小数点以下切捨て）
（c）×０．０２７＝ (ｆ)
	           人

	（ｇ）
	実雇用率
（e）/（c）×１００
※障害者雇用状況報告書⑬の数
	           ％

	(ｈ)
	障がい者の不足数（小数点以下切捨て）
(ｆ)－（e）＝(ｈ)
※障害者雇用状況報告書⑭の数
	           人


· 個別の状況
	
	身体障害者手帳等の番号
	障害等級等
	雇用形態
（常用労働者・短時間労働者）

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	


（１）「(a)常用雇用労働者数」、「(b)短時間労働者数」、「(e)常用雇用労働者のうち障
がい者数」欄は、障害者雇用率制度で定める「一般民間企業における雇用率設定
基準」(厚生労働省)により算定した数とすること。（短時間労働者は、１人を０．
５人としてカウント。重度身体障がい者・重度知的障がい者は、1人を２人とし
てカウント。ただし、短時間の重度身体障がい者、重度知的障がい者は１人とし
てカウントする）
（２）「(ｆ)法定雇用義務数」欄は、障がい者雇用の義務がある事業者（令和８年７月１日から(c)常用雇用労働者３７.５人以上）のみ記入すること。
（３）公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」に変更があった場合は、変更後の人数や平成22年7月の「障害者の雇用の促進等に関する法律」の改正内容（短時間労働者の取扱い、除外率の引下げ30％→20％）を反映させて記入すること。
【法定雇用義務数の算定例】：下線部分は小数点以下切捨てとする。
○常用雇用労働者数（短時間労働者を除く）：７０人　短時間労働者数：１０名の場合
｛70＋10×0.5－（70＋10×0.5）×１０％）｝×２．７％ ＝１．８３６名⇒１名
{法定雇用義務数の算定の基礎となる常用雇用労働者数}×（法定雇用率）＝（小数点以下切捨て）
（４）「身体障害者手帳等の番号」欄は、交付された身体障害者手帳、療育手帳等の番号を１人につき一行に記入すること。なお、１人の者が複数の手帳を有する場合も一行に記入すること。
（５）入札公告日前日時点での状況について記載すること。
（６）障害者雇用状況報告書の写しを添付すること。
（７）障害者手帳等の写し及び雇用関係が確認できる資料を添付すること。
様式第８号－２
評価項目(３)－②
地域貢献
会社名  　　　　　　　    
	地域貢献
	労働福祉関連の状況


イ 育児・介護休業に関する制度
	育児・介護休業に関する制度
	取組の有無
	認定期間

	「育児休業介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（以下「育児・介護休業法」という。）で定める制度を超える内容を含む制度を規定していること。
	有 ・ 無
	

	こっころカンパニー（しまね子育て応援企業）又はますだ子育て応援宣言企業に認定されていること。
	有 ・ 無
	まで


（１）評価にあたっては制度内容全てが現行法（入札告示日時点）に違反していないことを前提とするため、必ず内容を確認して申請するものとし、就業規則等育児・介護休業に関する制度の概要の分かるものを全文（「育児・介護休業法」に関する部分に限る。）添付し、現行法と対比※して明示すること。
※様式は任意とする。（例：就業規則等の余白に法定制度の内容を記載する、若しくは、別紙に対象条文を抜き出して記載するなど。）
（２）就業規則等は、原本と相異ないことを代表者名で証明（押印のこと。）するこ
と。
（３）添付資料については法定制度を超える内容を項目毎に明示すること。
（４）こっころカンパニー又はますだ子育て応援宣言企業については、「こっころカンパニー認定書」又は「ますだ子育て応援宣言企業登録証」の写しを添付すること。
様式第８号－３
評価項目(３)－②
地域貢献
会社名  　　　　　　　    
	地域貢献
	労働福祉関連の状況


ウ 健康づくりへの取組がある場合
	健康づくりへの取組がある場合
	認定の有無

	健康経営優良法人2026
	有 ・ 無


健康経営優良法人2026については、「健康経営優良法人2026認定証」の写しを添付すること。
様式第９号
評価項目（３）－③
地域貢献
会社名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

	地域貢献
	消防団協力事業所


対象：入札告示日前日において、消防団協力事業所としての認定状況を評価する。
	消防団協力事業所の認定
	有　　　・　　　無


認定を証明する資料を添付すること。
※該当するものに○をする。
様式第１０号
評価項目(３)－④
地域貢献
会社名　　　　　　　　　　　　　　
	地域貢献
	若手・中堅技術者の配置


対象：入札告示日前日時点で満４０歳未満の技術者を当該工事の主任技術者又は監理技術者として配置する場合に評価する（ただし、主任技術者又は監理技術者として複数の候補者を申請する場合は、全ての候補者が入札告示日前日時点で満４０歳未満であること。）。
	若手・中堅技術者の配置
	有　　　・　　　無


当該工事の配置予定技術者調書（簡易型一般競争入札実施要綱様式第３号）を添付すること。
※該当するものに○をする。
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